
 1. 特別養護老人ホーム（従来型）

(1) 機能性の状況
   特別養護老人ホーム（従来型）の有効集計対象2,140施設の機能性の状況は次のとおりです。

0.4 3.2

1  日 平 均 入 所 者 数（人）

特 養 入 所

短 期 入 所

平 均 要 介 護 度

特 養 入 所 3.90 3.92 0.02 0.4

短 期 入 所 3.17 3.18 0.01 0.5

1.1

0.1 0.4

短 期 入 所 利 用 率（％） 86.2 88.7 2.4 2.8

増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

- -

0.5 0.7

0.0 0.0

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 69.8

施 設 数（施設）
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入所者10人当たり

従事者数（人）

介護職員 4.00 4.08

その他の職員 1.62 1.64

看護職員 0.55 0.55

計 6.18 6.27

4.3 4.4
1施設当たり

従事者数（人）

介護職員 31.3 32.3

その他の職員 12.7 13.0

計 48.3 49.6

看護職員

2,112 2,140

66.9 67.4

特 養 入 所 利 用 率（％） 95.8 95.8

入所者1人1日当たり事業活動収入（円） 11,270 11,499

定員1人当たり事業活動収入（千円） 3,878 3,974

11.911.6

70.3

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人） 13.4 13.5

無断複写（転用・転載）はご遠慮ください



(2) 収支の状況

  特別養護老人ホーム（従来型）の収支の状況は次のとおりです。

（注２）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

（注３）従事者数は、非常勤職員については「常勤換算」を行っています。

（注５）減価償却費は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」を除いた金額で算出しています。

利用者等利用料収入 14.8 14.7 ▲ 0.1 ▲ 1.0

（注１）「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」（以下、「指導指針」といいます。）に基づき取りまとめていま
す。「社会福祉法人会計基準」を採用している決算書に関しては、「指導指針」に置き換えて算出しています。

（注４）事業活動収入は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」、事業活動支出の「利用者負担減免額」を除
いた金額で算出しています。

99 2.5

1.4 1.6

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（従来型）

平成21年度 平成22年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）
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0.1

▲ 0.2

1.2

労働分配率（％） 87.6 88.9

従事者1人当たり人件費（千円） 4,010 4,109

労働生産性（千円） 4,579 4,621

計 92.5 93.3 0.8

その他 1.0 0.9 ▲ 0.1

従事者1人当たり事業活動収入（千円） 6,661 6,694

事業活動収入対経常収支差額比率（％） 8.1 7.2

支払利息率（％） 0.6 0.5

▲ 0.1

83.5
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人件費 60.2 61.4

　（直接介護費） (16.3) (16.4)

減価償却費 3.3 3.2

　（うち給食材料費：再掲） (6.9) (6.8) ▲ 0.1

経費 27.9 27.8

　（一般管理費） (11.6) (11.3) ▲ 0.3
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介護保険関係収入

92.7 91.0

82.3

その他の事業収入 1.7 3.0

5.8 7.6

事業活動外収入 1.5 1.4

無断複写（転用・転載）はご遠慮ください



 2. 特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

(1) 機能性の状況
 特別養護老人ホーム（個室ユニット型）の有効集計対象922施設の機能性の状況は次のとおりです。

0.4 0.8

▲ 0.9

その他の職員 1.53 1.50 ▲ 0.02 ▲ 1.6

入所者10人当たり
従事者数（人）

介護職員 5.37 5.42 0.05 0.9

看護職員 0.56 0.56 ▲ 0.01

計 7.46 7.48 0.02 0.3

1.5

看護職員 4.0 4.0 ▲ 0.0 ▲ 0.4

入所者1人1日当たり事業活動収入（円） 13,031 13,294 263 2.0

1施設当たり
従事者数（人）

介護職員 38.5 39.1 0.6

その他の職員 11.0 10.8 ▲ 0.1 ▲ 1.1

計 53.5 53.9

1.0

定員1人当たり事業活動収入（千円） 4,459 4,574 115 2.6

平 均 要 介 護 度

特 養 入 所 3.70 3.74 0.04 1.2

短 期 入 所 3.07 3.10 0.03

特 養 入 所 利 用 率（％） 96.1 96.1 0.0 0.0

▲ 0.1

短 期 入 所 11.2 11.8 0.5 4.8

短 期 入 所 利 用 率（％） 81.8 84.9 3.1 3.8

1  日 平 均 入 所 者 数（人）

特 養 入 所 61.4 61.4 ▲ 0.1

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 63.9 63.8 ▲ 0.1 ▲ 0.1

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人） 13.7 13.9 0.1 1.0

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

平成21年度 平成22年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

施 設 数（施設） 798 922 - -

無断複写（転用・転載）はご遠慮ください



(2) 収支の状況
   特別養護老人ホーム（個室ユニット型）の収支の状況は次のとおりです。

（注２）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

（注３）従事者数は、非常勤職員については「常勤換算」を行っています。

（注５）減価償却費は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」を除いた金額で算出しています。

労働生産性（千円） 4,237 4,370 133 3.1

事業活動収入対経常収支差額比率（％） 7.7 7.6 ▲ 0.1 ▲ 0.7

従事者1人当たり事業活動収入（千円） 6,374 6,484 110 1.7

0.7 0.1 18.0

計 90.7

（注１）「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」（以下、「指導指針」といいます。）に基づき取りまとめていま
す。「社会福祉法人会計基準」を採用している決算書に関しては、「指導指針」に置き換えて算出しています。

（注４）事業活動収入は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」、事業活動支出の「利用者負担減免額」を
除いた金額で算出しています。

従事者1人当たり人件費（千円） 3,604 3,737 133 3.7

労働分配率（％） 85.1 85.5 0.5 0.5

91.0 0.3 0.3

支払利息率（％） 2.6 2.4 ▲ 0.1 ▲ 5.4

7.5 ▲ 0.3 ▲ 4.0

その他 0.6

10.2 2.6 34.6

73.9 ▲ 1.2 ▲ 1.5

57.6

　（直接介護費） (14.7) (14.7) 0.0 0.2

1.1 1.9

経費 25.7 25.1 ▲ 0.6 ▲ 2.4

2.6 1.4 115.3

　（一般管理費）

　（うち給食材料費：再掲） (6.0) (6.0) ▲ 0.0 ▲ 0.0

(11.0) (10.4) ▲ 0.6 ▲ 5.8

1.2 ▲ 0.3 ▲ 18.4
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事業活動収入 90.9

特別収入 7.6

利用者等利用料収入 23.8
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23.5 ▲ 0.2 ▲ 1.0

その他の事業収入 1.2
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人件費 56.5

減価償却費 7.8

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

平成21年度 平成22年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

88.6 ▲ 2.3 ▲ 2.6

事業活動外収入 1.5

無断複写（転用・転載）はご遠慮ください



 3. 特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

(1) 機能性の状況

 特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）の有効集計対象410施設の機能性の状況は次のとおりです。

入所者10人当たり
従事者数（人）

介護職員 4.63 4.69 0.06 1.4

看護職員 0.55 0.56 0.01

計 6.71 6.78 0.07 1.0

0.5 0.8

1.2

その他の職員 1.53 1.53 0.00 0.0

1.1

看護職員 5.1 5.1 0.0 0.9

入所者1人1日当たり事業活動収入（円） 11,660 11,894 234 2.0

1施設当たり
従事者数（人）

介護職員 42.8 43.3 0.5

その他の職員 14.2 14.1 ▲ 0.0 ▲ 0.3

計 62.1 62.6

0.9

定員1人当たり事業活動収入（千円） 4,008 4,087 79 2.0

平 均 要 介 護 度
特 養 入 所 3.80 3.83 0.03 0.9

短 期 入 所 3.13 3.16 0.03

特 養 入 所 利 用 率（％） 96.1 95.9 ▲ 0.3 ▲ 0.3

▲ 0.6

短 期 入 所 14.1 14.4 0.3 1.8

短 期 入 所 利 用 率（％） 84.6 85.7 1.2 1.4

1  日 平 均 入 所 者 数（人）
特 養 入 所 78.7 78.2 ▲ 0.5

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 81.8 81.5 ▲ 0.3 ▲ 0.3

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人） 16.7 16.8 0.1 0.4

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

平成21年度 平成22年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

施 設 数（施設） 347 410 - -

無断複写（転用・転載）はご遠慮ください



(2) 収支の状況

   特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）の収支の状況は次のとおりです。

（注２）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

（注３）従事者数は、非常勤職員については「常勤換算」を行っています。

（注５）減価償却費は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」を除いた金額で算出しています。

（注１）「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」（以下、「指導指針」といいます。）に基づき取りまとめていま
す。「社会福祉法人会計基準」を採用している決算書に関しては、「指導指針」に置き換えて算出しています。

（注４）事業活動収入は、事業活動収入の「国庫補助金等特別積立金取崩額」、事業活動支出の「利用者負担減免額」を除
いた金額で算出しています。

従事者1人当たり人件費（千円） 3,791 3,923 131 3.5

労働分配率（％） 87.2 88.7 1.5 1.7

従事者1人当たり事業活動収入（千円） 6,345 6,405 61 1.0

労働生産性（千円） 4,346 4,422 75 1.7

支払利息率（％） 1.1 1.0 ▲ 0.2 ▲ 14.0

事業活動収入対経常収支差額比率（％） 8.1 7.0 ▲ 1.1 ▲ 13.6

0.7 0.8 0.1 11.6

計 92.0 93.0 1.0 1.1

6.9 2.0 41.5

80.2 ▲ 0.9 ▲ 1.1

61.2

　（直接介護費） (15.7) (15.9) 0.2 1.1

1.5 2.5

経費 26.2 25.9 ▲ 0.3 ▲ 1.3
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17.4 ▲ 0.3 ▲ 1.9

その他の事業収入 1.2 2.4 1.3 108.8

　（一般管理費）

　（うち給食材料費：再掲） (6.6) (6.6) 0.0 0.3

(10.5) (10.0) ▲ 0.5 ▲ 5.0

5.1 ▲ 0.2 ▲ 3.4

その他

93.8

特別収入 4.9

利用者等利用料収入 17.7
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介護保険関係収入 81.1
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合

（
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人件費 59.8

減価償却費 5.3

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

平成21年度 平成22年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

91.8 ▲ 2.0 ▲ 2.1

事業活動外収入 1.3 1.3 ▲ 0.0 ▲ 2.0
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無断複写（転用・転載）はご遠慮ください


